
 

建 物 賃 貸 借 契 約 書（案） 

 

　北海道（以下｢甲｣という。）と　　　　　　　　　（以下｢乙｣という。）と連帯保証人

　　　　　　　　　　　（以下「丙」という。）は、次の条項により北海道が所有する建

物について借地借家法（平成３年法律第90号。以下「法」という。）第38条の規定に基づ

 く定期建物賃貸借権の設定を目的とした借家契約を締結する。

 

 （賃貸借）

 第１条　甲は、その所有する次の建物を乙に賃貸し、乙は、その建物を賃借する。

(1) 所　　　　在       　　　　　　　　 

(2) 建 物 の 名 称       　　　　　　　　 

(3) 数　　　　量       　　　　　　　　 

 （用途の指定）

第２条　乙は、前条の建物（以下｢貸付物件｣という。）を自動販売機設置の用として使用

するものとし、この用途（以下「指定用途」という。）以外の目的に使用してはならな

 い。

２　乙は、貸付物件を指定用途に供するに当たっては、別紙「仕様書」の内容を遵守しな

 ければならない。

 （指定用途に供すべき期日）

第３条　乙は、貸付物件を令和８年(2026年)４月７日（以下「指定期日」という。）まで

 に指定用途に供さなければならない。

２　乙は、やむを得ない理由により指定期日の変更を必要とする場合は、詳細な理由を記

載した書面又は電磁的記録（電子的方式、電磁的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られた記録をいう。）により甲に申請し、その承認を受けな

 ければならない。

 （指定用途に供すべき期間）

第４条　乙は、貸付物件を指定期日（甲が前条第２項の規定により指定期日の延長を承認

したときは、その期日）の翌日から次条第１項の賃貸借の期間満了の日まで、引き続き

 指定用途に供しなければならない。

 （賃貸借期間等）

第５条　貸付物件の賃貸借の期間（以下「賃貸借期間」という。）は、令和８年(2026年

 ４月１日から令和11年(2029年)３月31日までとする。

２　本契約は、法第38条の規定に基づくものであるから、法第26条、第28条及び第29条第

１項並びに民法（明治29年法律第89号）第604条の規定は適用されないので、契約更新

に係る権利は一切発生せず、前項に定める期間満了時において本契約の更新（更新の請

求及び建物の使用の継続によるものを含む。）は行われず、賃貸借期間の延長も行われ

ないものとする。 

３ 甲は、第１項に規定する期間満了の１年前から６ヶ月前までの間の期間（以下「通知

期間」という。）に乙に対し、賃貸借期間の満了により本契約が終了する旨を書面によ

って通知するものとする。 

４ 甲は、通知期間内に前項の通知をしなかった場合においても、通知期間経過後改めて

期間の満了により本契約が終了する旨の書面による通知を乙にした場合、当該通知日か

ら６ヶ月を経過した日をもって、本契約は終了する。 

 （貸付料等）



 第６条　貸付料は、令和８年(2026年)４月１日から令和11年(2029年)３月31日までの

 　期間については、次に掲げるとおりとする。

年　次 期　　　　　間 貸　付　料

第１年次 自令和８年(2026年)4月1日 至令和９年(2027年)3月31日 円

第２年次 自令和９年(2027年)4月1日 至令和10年(2028年)3月31日 円

第３年次 自令和10年(2028年)4月1日 至令和11年(2029年)3月31日 円

２　乙は、電気等の使用量を計測する計量器（計量法（平成４年法律第51号）に基づく検

査に合格したものに限る。）を甲の指示するところにより設置し、別に定めるところに

より、計量器により計測した使用実績に基づき算定した電気料等を負担しなければなら

 ない。

 （貸付料等の納入）

 第７条　乙は、前条に定める貸付料を、次に定めるところにより、甲の発行する納入通知

 　書により納入しなければならない。

年　次  納 入 金 額 納 入 期 限

第１年次 　　　                  円 令和８年(2026年)５月30日

第２年次                         円 令和９年(2027年)５月30日

第３年次                         円 令和10年(2028年)５月30日

 ２　電気料等については、算定の都度、納入金額及び納入期限を通知するものとする。

 （貸付料の増額）

第８条　甲は、経済事情の変動があった場合において、第６条第１項の貸付料の額が不適

 当となったときは、乙に対し、当該貸付料の額の増額を請求することができる。

 （契約保証金）

 第９条　契約保証金は、免除する。

 （転貸等の禁止）

第10条　乙は、甲の承認を得ないで、貸付物件を転貸し、又はこの契約により生ずる権利

 を第三者に譲渡してはならない。

 （使用上の制限）

第11条　乙は、貸付物件を適正に使用するとともに、善良な管理者の注意をもって維持保

 存しなければならない。

２　貸付物件の使用に伴い事故等が発生したときは、乙は、速やかに甲にその旨を報告す

 るとともに、その責任において処理しなければならない。

３　乙は、甲の承認を得ないで、貸付物件の原状を変更し、又は貸付物件を改造してはな

 らない。

（災害等の報告） 

第12条　乙は、天災その他の理由により貸付物件に異動が生じたときは、速やかに甲にそ

 の旨を報告しなければならない。

 （必要費等の負担）

第13条　乙は、貸付物件に係る必要費、有益費その他貸付物件の使用に伴い必要とする費

 用を負担する。

 （実地調査等）

第14条 甲は、必要があると認めるときは、貸付物件の使用状況及び第２条の施設の利用

 状況に関し、調査し、又は資料の提出若しくは報告を求めることができる。

 ２　乙は、正当な理由がない限り、前項の調査又は請求を拒んではならない。

 （違約金）

第15条　乙は、第６条第１項に定める貸付料の全部又は一部を第７条第１項に定める納入

期限までに納入しないときは、当該期限の翌日から納入の日までの日数に応じ、その未



納入額（その一部を納入した場合におけるその後の期間については、その納入金額を控

除した額）につき年10.75パーセントの割合で計算した違約金を甲に納入しなければな

 らない。ただし、違約金額が500円未満であるときは、この限りでない。

２　乙は、前項に定めるもののほか、この契約に定める義務に違反したときは、第６条第

１項に定める貸付料の10.75パーセントに相当する金額を違約金として甲に支払わなけ

 ればならない。

（契約の解除等） 

第16条　甲は、乙が本契約に定める義務に違反した場合には、本契約を解除することがで

 きる。

２　賃貸借契約期間内においては甲乙共に本契約を解約できないものとする。 

３　前項にかかわらず、甲は、貸付物件を公用又は公共用に供するため必要が生じたとき

は、本契約を解除することができる。 

４　甲は、乙に次の各号のいずれかに該当する行為又は事実があった場合、乙に対し催告

その他何等の手続きを要することなく、直ちに本契約を解除することができる。 

(1) 乙が第２条から第４条までの規定に違反したとき。 

(2) 公序良俗に反する行為があったとき、又はそのような行為を助長するおそれがある

とき。 

(3) 甲の信用を著しく失墜させる行為をしたとき。 

(4) 乙の信用が著しく失墜したと甲が認めたとき。 

(5) 貸付物件が所在する庁舎等の行政財産としての用途又は目的を乙が妨げると認めた

とき。 

(6) 乙が次のいずれかに該当するとき。 

  　ア　役員等（乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、

乙が法人である場合にはその役員、その支店又は常時、賃貸借契約を締結する事務

所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同

じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又

は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下この号において同じ。）であると認められるとき。 

　　イ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

　　　を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしていると認められるとき。 

　　ウ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等

　　　直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認め

　　　られるとき。 

　　エ　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用等をし

ていると認められるとき。 

　　オ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

　　　められるとき。 

　　カ　この契約に関連する契約の相手方がアからオまでのいずれかに該当することを知

　　　りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

　　キ　乙がアからオまでのいずれかに該当する者をこの契約に関連する契約の相手方と

　　　していた場合（カに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を

　　　求め、乙がこれに従わなかったとき。 

(7) 前各号に準ずる事由により、甲が契約を継続しがたいと認めたとき。 

 （貸付物件の返還）

第17条　賃貸借期間が満了したとき又は甲が前条の規定によりこの契約を解除したとき



は、乙は、貸付物件を原状に回復して甲の指定する日までに甲に返還しなければならな

 い。

 （損害賠償）

第18条　乙は、その責めに帰する理由により貸付物件の全部又は一部を滅失し、又は損傷

したときは、当該滅失又は損傷による当該物件の損害に相当する金額を損害賠償として

 甲に支払わなければならない。

２　乙は、契約を履行しない場合には、第15条の違約金とは関係なく、第６条第１項に定

 める貸付料の総額の100分の10に相当する額の賠償金を甲に支払わなければならない。

 （必要費等の請求権の放棄）

第19条　乙は、賃貸借期間が満了した場合又は第16条の規定によりこの契約が解除された

場合において、貸付物件について支出された必要費、有益費その他の費用があっても、

 これを甲に対し請求しないものとする。

 （契約の費用）

 第20条　この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。

（連帯保証） 

第21条　丙は、この契約のすべてを承認し、甲に対して、乙と連帯して債務の履行の責め

　を負うものとする。 

２　乙は、丙が民法（明治29年法律第89号）第450条第１項に定める資格を欠くに至った

　ときは、遅滞なく、新たに連帯保証人を立てなければならない。 

 

第21条　丙は、この契約のすべてを承認し、甲に対して、乙と連帯して債務の履行

の責めを負うものとする。 

２　乙は、丙が民法（明治29年法律第89号）第450条第１項に定める資格を欠くに

至ったときは、遅滞なく、新たに連帯保証人を立てなければならない。 

３　第１項の丙の負担は、極度額　円を限度とする。 

４　乙は、丙に対して、この契約の締結に先立ち、民法第465条の10第１項に基づ

く情報提供を行い、丙は当該情報の提供を受けたことを確認する。 

　乙は、甲及び丙に対し、この説明内容が真実であることを表明し、これを保証

する。 

 　（注）[　]書きの部分は、連帯保証人が個人の場合に使用する。

 （管轄裁判所）

第22条　この契約について訴訟等が生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所

 を第一審の裁判所とする。

 （契約に定めのない事項）

第23条　この契約に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議して定めるものと

 する。

 （信義誠実の原則の遵守）

 第24条　甲、乙及び丙は、信義に従い誠実にこの契約を履行しなければならない。

 

  （この契約を証するため、本書を３通作成し、甲乙丙それぞれ記名押印の上、各自その

１通を保有するものとする。） 

（注）括弧書きの部分は、契約の締結を契約内容を記録した電磁的記録で行う場合には以

下の内容に置き換えて使用する。 

「この契約を証するため、契約内容を記録した電磁的記録に当事者が合意の後、電子署名

を行うものとする。」 

 



　（令和　　　年（20○○年）　　月　　日　） 

（注）括弧書きの部分は、契約の締結を契約内容を記録した電磁的記録で行う場合には削

除する。 

 

 

 　　　　　            　　　　　　　　甲  　北海道

                                             北海道檜山振興局長

 

 

 

             　　　　　　　    　　　  乙    

 

 

 

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丙

 



 別紙

仕様書（飲料用自動販売機）※物件番号：檜山１，２及び４ 
 

１　自動販売機の規格及び条件 

 （１）大きさ

　設置面積（転倒防止器具の設置面積を含む。)は、貸付面積の範囲内とし、高さは2.

 00ｍ以内とすること。

 （２）環境対策

 　　①　省エネ

　｢照明の自動点滅・減光」、「学習省エネ」、「ピークカット」、「真空断熱材やヒー

トポンプ採用」など、消費電力量の低減に資する技術等を導入した機種とすること。 

     ②　冷媒

　低ＧＷＰ冷媒（二酸化炭素、炭化水素及びハイドロフルオロオレフィン（HFO123

 4yf）等）を採用した機種とすること。

２　遵守事項 

 （１）安全対策

 　　①　転倒防止

　「自動販売機-据付基準」(JIS規格)及び「自動販売機据付規準」(清涼飲料自販

 機協議会作成)などを参考に適正な転倒防止措置を講じること。

     ②　防犯

　硬貨選別装置及び紙幣識別装置のプログラム改変により、偽造通貨の使用による

 犯罪の防止に万全を尽くすものとすること。

　また、屋内設置であっても「自販機堅牢化基準」（日本自動販売機工業会作成）

 を遵守し、犯罪防止に努めるものとすること。

 （２）自動販売機の管理運営

　　①　設置者において、商品の補充及び変更、消費期限の確認、売上金の回収及び釣り

 銭の補充並びに自動販売機内部・外部及び設置場所周辺の清掃などを行うこと。

　　②　設置者において、専門技術サービス員による保守業務を随時行い、維持に努める

 ほか、故障時には即時対応すること。

３　販売商品の種類等 

 （１）販売品目

      お茶、水、炭酸飲料、コーヒー、紅茶、ジュース類の缶又はペットボトルなどの密

 閉式容器入りの飲料とし、酒類の販売は行わないこと。

 （２）販売価格

      標準小売価格の10円引で販売すること。 

４　売上状況の報告 

　毎年度10月末日及び４月末日までに賃貸借契約に係る前月までの売上状況（月別の販

 売数及び売上金額）を報告すること。

 　　※４月から９月までの売上状況　10月末日報告

　　　10月から３月までの売上状況　４月末日報告



 別紙

仕様書（飲料用自動販売機及び食品用自動販売機） 
 

※物件番号：檜山３ 
 

１　自動販売機の規格及び条件 

 （１）大きさ

　設置面積（転倒防止器具等の設置面積を含む。)は、貸付面積の範囲内とし、高さ

 は2.00ｍ以内とすること。

 　なお、次のいずれの設置方法も可とする。

 　　・貸付面積範囲内に飲料用・食品用の一体型の自動販売機を設置。

 　　・貸付面積範囲内に飲料用自動販売機と食品用自動販売機を各１台、計２台設置。

 （２）環境対策

 　　①　省エネ

　｢照明の自動点滅・減光」、「学習省エネ」、「ピークカット」、「真空断熱材やヒー

トポンプ採用」など、消費電力量の低減に資する技術等を導入した機種とすること。 

     ②　冷媒

　低ＧＷＰ冷媒（二酸化炭素、炭化水素及びハイドロフルオロオレフィン（HFO123

 4yf）等）を採用した機種とすること。

２　遵守事項 

 （１）安全対策

 　　①　転倒防止

　「自動販売機-据付基準」(JIS規格)及び「自動販売機据付規準」(清涼飲料自販

 機協議会作成)などを参考に適正な転倒防止措置を講じること。

     ②　防犯

　硬貨選別装置及び紙幣識別装置のプログラム改変により、偽造通貨の使用による

 犯罪の防止に万全を尽くすものとすること。

　また、屋内設置であっても「自販機堅牢化基準」（日本自動販売機工業会作成）

 を遵守し、犯罪防止に努めるものとすること。

 （２）販売許可等

　販売する商品によって許認可等を要する場合には、商品販売に必要な営業許可等を

 受け、その許可証等の写しを提出すること。

 （３）自動販売機の管理運営

　　①　設置者において、商品の補充及び変更、消費期限の確認、売上金の回収及び釣り

 銭の補充並びに自動販売機内部・外部及び設置場所周辺の清掃などを行うこと。

　　②　設置者において、専門技術サービス員による保守業務を随時行い、維持に努める

 ほか、故障時には即時対応すること。

３　販売商品の種類等 

 （１）飲料について

　　　販売品目は、お茶、水、炭酸飲料、コーヒー、紅茶、ジュース類の缶又はペットボ

 トルなどの密閉式容器入りの飲料とし、酒類の販売は行わないこと。

 　　　販売価格は、標準小売価格の10円引とすること。

 （２）食品について

　　　販売品目は、包装された食品（菓子、パン、カップ麺、栄養補助食品及びこれらに

類する食品）とし、菓子、パン、カップ麺及び栄養補助食品について各１種類以上を

販売可能な自動販売機を設置すること。種類については、当該施設の管理者と協議す

 ること。

 　　　販売価格は、標準小売価格以下とすること。

 ４　売上状況の報告 

　毎年10月末日及び４月末日までに賃貸借契約に係る前月までの売上状況（月別の販売

 数及び売上金額）を報告すること。


